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ご近所、お知り合いで最近開業した方、記帳・申告でお悩み

の方等いらっしゃいましたら是非ご紹介くださいますようお

願いいたします。ご紹介いただいた方がご入会されたらご紹

介者にＱＵＯカード1,000円プレゼント!!

（短期で退会される会員は除く）

記帳・決算サポート
指導会・研修会
税務・法律相談会
会計ソフトブルーリターンAの販売
融資の紹介

会員福利厚生
共済・保険の紹介
労働保険のご案内
会員優待サービス

入会をお考えの方をご紹介ください!

記
帳
確
認
・ご
不
明
な
点
の

ご
相
談
は
年
内
お
早
め
に
！

本
年
も
早
い
も
の
で
残
り
４
か
月
と
な
り
ま
し
た
。
会
員
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し

て
は
帳
簿
の
記
帳
は
順
調
に
お
進
み
で
し
ょ
う
か
。

来
年
の
確
定
申
告
に
向
け
て
記
帳
確
認
・
ご
不
明
な
点
の
解
消
な
ど
備
え
る
こ
と

は
重
要
で
す
。
特
に
本
年
10
万
円
以
上
の
資
産
（
車
、
機
械
、
建
物
、
工
事
な
ど
）

を
買
い
替
え
又
は
新
た
に
購
入
さ
れ
た
方
は
、
減
価
償
却
の
対
象
と
な
る
こ
と
が
考

え
ら
れ
ま
す
。
減
価
償
却
の
処
理
に
あ
た
っ
て
は
複
雑
な
ケ
ー
ス
も
あ
り
大
半
の
方

が
お
時
間
を
要
す
る
相
談
で
も
あ
り
、
来
年
の
確
定
申
告
指
導
会
の
前
に
事
前
準
備

を
し
て
い
た
だ
き
た
い
も
の
で
す
。
ま
だ
、
ご
相
談
が
お
済
で
な
い
方
は
購
入
明
細

（
契
約
書
等
）
資
料
を
ご
用
意
の
上
、
混
雑
す
る
確
定
申
告
指
導
会
時
で
は
な
く
、

必
ず
年
内
11
月
末
ま
で
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

そ
の
他
、
記
帳
の
仕
方
を
は
じ
め
次
の
よ
う
な
方
も
、
関
係
資
料
を
ご
持
参
の
上
、

年
内
お
早
め
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

・
会
計
ソ
フ
ト
の
入
力
の
仕
方
が
分
か
ら
な
い
方

・
合
計
残
高
試
算
表
が
合
わ
な
い
方

・
消
費
税
（
イ
ン
ボ
イ
ス
）
に
対
応
し
た
記
帳
つ
い
て
不
安
の
あ
る
方

・
青
色
申
告
決
算
書
の
作
成
方
法
が
わ
か
ら
な
い
方
や
確
定
申
告
指
導
会
に
２
回
以

上
ご
来
所
し
た
方

・
今
年
初
め
て
青
色
申
告
を
す
る
方
、
新
し
く
入
会
さ
れ
た
方

・
不
明
な
取
引
が
あ
る
方

確
定
申
告
指
導

会
で
は
記
帳
指
導

は
行
い
ま
せ
ん
の

で
記
帳
を
は
じ
め
、

ご
不
明
な
点
は

年
内
に
解
消
し
ま

し
ょ
う
！
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インボイス制度 帳簿のみの保存で仕入税額控除の適用を受けられる場合

帳簿のみの保存で仕入税額控除が適用される少額特例。

令和５年１０月１日から令和１１年９月３０日までの間に国内において行う課税仕入れについて、当該課税仕入

れに係る支払対価の額（税込み）が１万円未満である場合には、一定の事項が記載された帳簿のみの保存により、

当該課税仕入れについて仕入税額控除の適用を受けることができる経過措置（少額特例）が設けられています。

対象となるのは基準期間（個人事業者はその年の前々年）における課税売上高が１億円以下又は特定期間（個人

事業者についてはその年の前年１月１日から６月30日までの期間）における課税売上高が５千万円以下である事

業者となります。

（注）１ 特定期間における課税売上高については、納税義務の判定における場合と異なり、課税売上高に代えて給与支払額

の合計額によることはできません。

２ 当該経過措置の適用に当たっては、帳簿に「経過措置（少額特例）の適用がある旨」を 記載する必要はありませ

ん。

３ 適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れであっても、課税仕入れに係る支払対価の額（税込み）が１万円

未満である場合には本経過措置の対象となります。

請求書等の交付を受けることが困難であるなどの理由により、次の取引については、一定の事項を記

載した帳簿の保存のみで仕入税額控除が認められます。

① 適格請求書の交付義務が免除される３万円未満の公共交通機関による旅客の運送

② 適格簡易請求書の記載事項（取引年月日を除きます。）が記載されている入場券等が使用の際に回収される

取引（①に該当するものを除きます。以下「回収特例」といいます。）

③ 古物営業を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの古物の購入

④ 質屋を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの質物の取得

⑤ 宅地建物取引業を営む者の適格請求書発行事業者でない者からの建物の購入

⑥ 適格請求書発行事業者でない者からの再生資源又は再生部品の購入

⑦ 適格請求書の交付義務が免除される３万円未満の自動販売機及び自動サービス機からの商品の購入等

⑧ 適格請求書の交付義務が免除される郵便切手類のみを対価とする郵便・貨物サービス（郵便ポストにより差

し出されたものに限ります。）

⑨ 従業員等に支給する通常必要と認められる出張旅費等（出張旅費、宿泊費、日当及び通勤手当）

この場合、帳簿の記載事項に関し、通常必要な記載事項に加え、次の事項の記載が必要となります。

・ 帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められるいずれかの仕入れに該当する旨

例：①に該当する場合、「３万円未満の鉄道料金」

⑦に該当する場合、「自販機」、「ＡＴＭ」

・ 仕入れの相手方の住所又は所在地

例：②に該当する場合（３万円以上のもの）、「○○施設 入場券」

（注） 帳簿に仕入れの相手方の住所又は所在地の記載が不要な課税仕入れは、次のとおりです。

イ 上記①の課税仕入れ

ロ 上記②の課税仕入れのうち３万円未満のもの

ハ 上記③から⑥の課税仕入れ（③から⑤に係る課税仕入れについては、古物営業法、質屋営業法又は宅

地建物取引業法により、業務に関する帳簿等へ相手方の氏名及び住所を記載することとされているも

の以外のものに限り、⑥に係る課税仕入れについては、事業者以外の者から受けるものに限ります。）

ニ 上記⑦から⑨の課税仕入れ

（参考） 古物営業を営む場合、古物営業法において、商品を仕入れた際の対価の総額が１万円以上（税込み）の場合には、帳簿

（いわゆる「古物台帳」）に①取引年月日、② 古物の品目及び数量、③古物の特徴、④相手方の住所、氏名、職業及び年齢、⑤相

手方の確認方法を記載し、保存しなければならないこととされています（古物営業法16、18）。
帳簿のみの保存で仕入税額控除が認められる場合の帳簿の記載事項は、「①課税仕入れの相手方の氏名又は名称及び住所又は所在

地（古物台帳に、取引の相手方の氏名や住所を記載することとされていない場合には不要）」、「②課税仕入れを行った年月日」、

「③課税仕入れに係る資産又は役務の内容」、「④課税仕入れに係る支払対価の額」、「⑤帳簿のみの保存で仕入税額控除が認めら
れるいずれかの仕入れに該当する旨」ですが、古物台帳には①から④の事項が記載されていることになります。 なお、帳簿のみの

保存で仕入税額控除が認められる場合の帳簿の記載事項としては、⑤の事項も必要となるため、古物台帳と⑤の事項について記載し

た帳簿（総勘定元帳等）を合わせて保存することで、帳簿の保存要件を満たすことができます。 この場合、古物台帳については帳
簿の保存期間（課税期間の末日の翌日から２月を経過した日から７年間）保存しておく必要がある点にご留意ください（消令71②）。
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令和6年1月から

電子取引データを保存することとなりました！
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●開 設 日

１０月 ７日(月)・21日(月)・28日(月)

●相談受付時間 10時～11時・13時～14時

●電 話 番 号 ０７０-５５９３-２０２８
（開設日以外はつながりません）

１０月の港北出張所開設日（月曜日開設）

綱
島

駅

横浜銀行

三井住友銀行

ケンタッキー

ローソン

横浜信金

森ビル３Fで

行っています

無 料 税 務 相 談 会
（ 毎 月 第 1 火 曜 日 ）

税理士による

●会 場 事 務 局

●相談受付時間 1 3 時 ～ 1 5 時

●予約電話番号 ０４５-５７７-０６１５
※相談時間は、お一人様３０分の予約制となっております。
事前にお電話いただきますようお願いいたします。

●日 程 １１月５日(火)

■以下の税務にまつわる相談などにご利用ください。

相続・生前贈与、土地・建物の譲渡、株式の譲渡、

法人化検討、事業承継 など

会
の
う
ご
き

６
月
１
日
～
７
月
10
日

源
泉
指
導
会

６
月
４
日

無
料
法
律
・
税
務
相
談
会

八
者
会
定
例
会
議

神
彰
会
定
時
総
会

５
日
・
６
日

署
共
催
記
帳
説
明
会

７
日

署
共
催
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
説
明
会

県
連
通
常
総
会

11
日

定
時
総
会

13
日

県
連
Ｄ
Ｘ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

18
日

会
長
副
会
長
会
議

19
日

県
連
青
年
部
総
会

21
日

県
連
事
務
局
長
会
議

26
日

全
青
色
定
時
会
員
総
会
・
フ
ォ
ー
ラ
ム
・
理
事
会

福
祉
厚
生
事
業
委
員
会

27
日

全
青
色
理
事
会

７
月
２
日

署
共
催
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
説
明
会

無
料
税
務
相
談
会

５
日

県
連
事
務
局
長
会
議

８
日

理
事
会

９
日

県
連
正
副
会
長
会
議
・
理
事
会

17
日
・
19
日
・
22
日
・
24
日

青
色
学
校

22
日

八
者
会
定
例
会
議
・
意
見
交
換
会

26
日

県
連
職
員
研
修
会

８
月
２
日

青
色
全
体
役
員
会

６
日

無
料
法
律
・
税
務
相
談
会

８
日

全
青
色
東
京
ブ
ロ
ッ
ク
役
職
員
研
修
会

７
日
・
８
日
・
９
日
・
20
日
・
21
日
・
22
日
・
23
日

・
26
日
・
28
日
・
29
日

受
託
記
帳
指
導
説
明
会
（
説
明
会
・
会
計
ソ
フ
ト
）

９
日
・
20
日
・
27
日

農
協
合
同
記
帳
相
談
会
（
港
北
・
神
奈
川
）

10
日
～
18
日

夏
期
休
業

22
日

職
員
研
修
会

23
日

県
連
Ｄ
Ｘ
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ

事業所得や不動産所得等のある方には があります！

✔個人で事業や不動産貸付け等を行う全ての方（所得税及び復興特別所得税の申告の必要がない方も含みます）は、
記帳と帳簿書類の保存義務があります。

✔請求書や領収書などに相当する電子データをやりとりした場合には、原則、その電子データを一定の要件の下で保
存する必要があります。

✔売上げに関する帳簿を保存していなかったことや、帳簿の売上についての記載が不十分なことが税務調査において
把握された場合は、加算税が重くなることがあります。

帳簿・書類の保存

収入金額や必要経費を記載した帳簿のほか、取引に伴って作成した帳簿や棚卸表、請求書、領収書などの書類を下
表のとおり保存する必要があります。
▼青色申告の場合

ご注意 消費税の課税事業者が仕入税額控除の要件として保存すべき請求書等や、インボイス発行事業者として交付した適格請
求書の写し及び提供した電磁的記録については、上記に関わらず７年間保存する必要があります。

保存が必要なもの 保存期間

帳簿 仕訳帳、総勘定元帳、現金出納帳、売掛帳、買掛帳、経費帳、固定資産台帳など ７年

書類

決算関係書類 損益計算書、貸借対照表、棚卸表など ７年

現金預金取引等関係書類 領収書、小切手控、預金通帳、借用証など ７年

その他の書類
取引に関して作成し、又は受領した上記以外の書類（請求書、
見積書、契約書、納品書、送り状など）

５年


